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株式会社ライトワークの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 19 年 10 月１日開催の取締役会において、株式会社ライトワーク株式の 70.0％を取得

し、子会社化することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

 

１．取得の理由等 

当社グループの中期的な経営戦略である「マルチブランド戦略」（当社を事業持株会社とし

た多数の優秀なコンテンツ制作会社をグループ化する戦略）の一環として、照明機材の賃貸等

を行う株式会社ライトワークの株式の 70.0％を取得し、同社を子会社化することを決議いたし

ました。 

株式会社ライトワークは、映像コンテンツ制作に必要な照明業務を手掛けており、これまで

海外の新機材の輸入や、独自の照明機材、特殊効果機材及びアクセサリー類の開発に注力する

など、各シーンにマッチした機材を迅速に製造・調達してまいりました。また、一般的な照明

業務を手掛ける会社の場合ですと、通常仕事の中身によっては、照明機材等の一部を他社から

レンタルせざるを得ないケースが多くありますが、同社は自社保有機材が豊富なため、利益率

の高さが特徴として挙げられます。 

一方ＴＶ－ＣＭをはじめとするあらゆる映像コンテンツを制作する当社グループにとって、

コストダウンが急務の一つでありました。特に照明機材等の撮影関連機材が最も高コストなも

のであり、自社保有機材が豊富な株式会社ライトワークの子会社化により、撮影関連機材発注

システムの合理化が図れ、更に当社グループの利益率を上昇させることができると考えており

ます。同社の子会社化により、今後は更なる当社グループ事業領域の拡大、グループスケール

メリットを活かした事業展開を目指してまいります。 

なお、本日開催の株式会社ライトワーク臨時株主総会において、当社から当社取締役３名を

含む４名が選任されております。 
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２．株式会社ライトワークの概要 

(1) 商号   株式会社ライトワーク 

(2) 代表者   代表取締役 近藤 直樹 

(3) 本店所在地  東京都渋谷区本町 1-22-8 

(4) 設立年月日  昭和 48 年 10 月 

(5) 主な事業内容  照明機材の賃貸、開発及び搬出入等 

(6) 事業年度の末日  ７月末 

(7) 従業員数   20 名  

(8) 資本金の額       1,000 万円 

(9) 発行済株式総数     20,000 株 

(10) 大株主構成および所有割合 近藤 勝  14,000 株（70.0％） 

                近藤 直樹 5,000 株（25.0％） 

 

(11) 最近事業年度における業績の動向            （単位：千円） 

  
 平成 17 年７月期 平成 18 年７月期 

売上高 208,399 246,539 

売上総利益 159,780 168,621 

営業利益 8,393 10,110 

経常利益 82 1,115 

当期利益 6,073 3,871 

総資産 699,094 683,581 

純資産 241,798 242,596 

 

 

 

 

 

 

 

３．株式の取得先  

（1）氏名      近藤勝   

（2）当社との関係  該当事項はありません。 

（近藤勝氏は株式会社ライトワークの取締役です。）     

 

４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

（1）異動前の所有株式数     0 株（所有割合 0.0％） 

（2）取 得 株 式 数   14,000 株（取得価額 308,000 円） 

（3）異動後の所有株式数   14,000 株（所有割合 70.0％） 

 

 ５．日程 

平成 19 年 10 月１日           株式取得に関する取締役会決議 

平成 19 年 10 月１日          株式譲渡契約締結／株式引渡期日 

 

６．今後の見通し 

  株式会社ライトワークは当社の連結子会社となります。 

  なお、平成 20 年７月期の連結業績予想については、その影響が軽微なため、修正はござい

ません。なお、同社が来期以降の連結業績に与える影響につきましては、確定次第速やかに発

表いたします。                                 以上 
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